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近代日蓮宗の社会教化事業※
清　水　海　隆※※
1
　現在，日蓮宗では寺院もしくは僧侶及び寺院関係者による社会的活動を社会教化事業と規定
し，その僧侶中の実践者のために社会学導師という宗内資格を設定し，講習会受講等の一定の
要件を充たした者にこれを与えている。日蓮宗における社会教化事業の内容については，以下
に掲載した「社会教化事業規程」（昭和48年4月1日施行，以後数次にわたり改定）に規定され
ているが，宗制上の規定からは同宗の社会教化事業・活動は，広義の社会福祉事業及び活動で
あるとすることができる。
　「社会教化事業規程」（抄）（注D
第1条本宗の社会教化事業は，祖願に立脚した社会の平和と福祉に寄与し，社会浄化に貢
　　献ずることを目的とする。
　2　本宗の寺院，教会，結社並びに僧侶は，社会の要請に応え得る社会教化事業又は活動
　　を行わなければならない。
第2条　寺院，教会及び結社が行う社会教化事業は，左のとおりとする。
　　一　国又は地方公共団体の法令に準拠して行う事業　二　前号によらない事業
　2　僧侶の行う社会教化活動は，左のとおりとする。
　　一　民生，児童，社会福祉に関するもの　二　教講，更生保護，補導に関するもの　三
　　社会教育並びに青少年育成に関するもの　四　救援活動に関するもの　五　国際協力に
　　関するもの　六　その他　（後　略）
　そして，全国74管区それぞれに日蓮宗社会教化事業協会を置き，その全国組織として全国社
会教化事業協会連合会を設けて，社会教化事業・活動の研究・連絡・発展を促進するという構
造になっている。
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　さて，この日蓮宗における社会教化事業等の展開は，昭和時代中頃に唐突に展開されたもの
ではないことは容易に推測されることであり，事実明治初期以降徐々に展開されていった諸事
業・活動および組織化の動きが，昭和中期に上のように結実していったのである。そこで以下
では，この社会教化事業展開の前史としての明治・大正期における日蓮宗の社会教化事業の展
開について，その動向を明らかにしていきたい。
　さて，近代日蓮宗の諸方面にわたる動向を見る上で基本的な資料としては，いわゆる「宗
報」をあげることができる。この時期の同宗の「宗報」類の状況は以下の通りである。
①『妙法新誌』…明治13年に宗内同志による雲錦社（のち広宣社）により発刊。
②r日蓮宗教報』…明治18年にr妙法新誌』を併合して発刊。
③r日宗新報』…明治22年にr日蓮宗二一』225号をもって改題。
④r宗報』…大正5年に日蓮宗より創刊。
　これらの4種類の「宗報」類のそれぞれにおいて宗内外の情報を収録しており，当時の宗内
状況理解の有用な資料となっている。また，副次的資料としては，これらを基礎資料として昭
和56年に刊行された『近代日蓮宗年表』（同編集委員会・日蓮宗現代宗教研究所編集）があり，
社会教化事業関係を含め，多くの項目が採録されている。以下では，これらを資料として，特
に福祉的事項を中心としてその動向を見ていくこととする。（注2）
2
　明治大正期における日蓮宗の社会教化事業は，前掲諸資料に掲載された項目を見る限り，①
教育関係，②児童関係，③養老関係，④救護関係，⑤感化・免囚関係，⑥医療関係，⑦労働関
係，⑧災害関係，⑨金融・保険関係，⑩団体動向の10項目に私的に大別することができよう。
そこで以下では，これら10項目中の各事項の初出年代順に社会教化事業をあげてみることとす
る。
①教育関係
　この時期の日蓮宗系の教育関係動向の主なものは，立正大学，明徳学園，茗谷学園の創設が
あげられる。
〔明治5年〕8月，新居日薩は東京芝区二本榎二三寺内に宗教院を開設したが，これが立正大
学の濫膓とされる。後，37年4月に現在地（東京都品川区）において日蓮宗大学林と改称，40
年4月に日蓮宗大学と改称し，大正13年5月に立正大学設立が認可され，立正大学に改称す
る。
〔明治22年〕3月，清浄結社が信徒子弟教育を目的に創設した有得館（東京小石川）が，法・
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理・文の3学科を置き学生募集を開始し，4月に開校する。
〔明治23年〕1月，野沢隷ら山梨県寺院信徒ら・・よる山梨普通轍が加熱式をあげ洞2
月設立認可を得て開校する．また，・の年2月，佐野善励（綱理論イム寺）は・僧侶鞘の私
立学校を創設し生徒募集を行う。
〔明治25年〕3月，福田会は，東京本郷麟祥院に尋常小学校を開設する。
〔明治29年〕5月二二嚇は凌敬女学校錬赫坂檜町に開校する・靴朋・京鞭林
会（本部村雲瑞龍寺）が設立され，中学校設立事業に着手したとされる。
〔明治3。年〕1・月，三期力・私立学校の設立認可を得・11月燗校している・また・1！月に
は佐野是秀が，私立育英学校設立の趣意書醗表しているが・後冶鯖英学校として開校さ
れ，32年に新竹城内に移．転している。
〔明治31年〕7月園細敬（鵬県長久寺）は，尋常中学程度の白毫学院鯉を発願する・
〔明治32年〕5月，宗務院は曜宗教育諮問会を開1崔する・7月・績隆（茨城県古河本成
寺）が，貧民慈海学院を開設し，50余割を自費で教育する。．
　〔明治33年〕11月，小島存省（鎌i倉市信徒），鎌i倉町正学院を開院する。
〔明治35年〕3月，高木行歩は，1ノ…ラル躰人・」・学髄・・ワィに開設する・また4月・宗務
院は日蓮宗教育諮問会を開催する。
〔明治36年〕3月三田樵・福井明達・山田瑛旧卒学生監鹸茗谷学園創立趣龍を
発表し，同9月に開園する。
　〔明治37年〕1月，佐賀県寺院有志，私立小学校設置運動を行う。
〔明治38年〕3月，祖山大学林（現・身延山大学）湘山学院と改称する・後汰正3年博門
学校令により離部3年・中等部5年となる．また洞年1・月・松村寿顕は私立寿実業補修学
校規程を発表し，翌39年1月，神奈川県足柄下郡風祭にて開設した。
〔明治4。年〕2月沖村寛澄（京都本門寺）は京都私立子守学髄開き・翌41年9月には縄
善作とともに私立慈光夜学校を開設している．両校は44年8見社団法棚雲学園となり・大
正5年には両校力・廃されて，明徳学響町部とな・た．さらに汰正1・年4月に｝ま日詠人聖
誕7。。年記念隷として嚇女学校を開設し，13年4月に醐徳離女学校として設立認可さ
　れているむ
〔明治44年〕・の年渥山野女学校が負躰椛園町に創立され汰正9年文部大臣の設立認
　可を受けている。
　〔大正8年〕4月謙二二（東京卿内妙法寺）は高等女学校設立の鞠として巣隙こ好
行学舎を創設し，昭和元年12月，日醒人65・麗記念事業として・立正高等女学校の設立認可
　を受けている。
　〔大正10年〕2月四丁寺院，蟹700年言己念事業として，嚇高等女学校を大飾天王寺区に
　創立する。また同年4月，喜多村自修は，宗内私立学校規程により中山学林を設立している。
　〔大正11年〕2月，浜井賊鯨都町囲寺私立光山学院を光山専修学院と改称し隷光山夜
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間学校を開いて一般師弟の中学程度の予備校として開放している。
　②児童関係
　児童関係の主なものは福田会育児院の創設であるが，その他多くの子供会が開設されている
点が特徴であろう。
〔明治9年〕3月，今川寸功ら各宗僧侶が，仏教精神による社会事業団体・福田会を創設し
た。12年1月に東京日本橋智泉院に事務所を設置し育児院をはじめ，同年4月には新居日薩が
初代会長に推挙され，14年には再選されている。また，14年には佐藤霊山が福田会育児院支院
（山形県鶴岡）に開設している。本事業に関する詳細は別丁を参照されたい。
〔明治36年〕9月，加藤文教（京都府福知山常照寺）が，福知山仏教育児院・天田郡仏教慈善
会を設立する。
〔明治37年〕2月，釈日研（岡山県妙本寺）が，釈尊孤児院を総社村福井に創立する。本院は
27年に妻・吟声が結婚前，都窪郡にて数名の孤児を収容・保育したのに始まる。後，妙善は釈
と結婚し本院が開設されたのである。（注3）
〔明治37年〕この年より翌年にかけて，私立慈光夜学校を開設した船越善作は，京都頂妙寺書
院を借用し，出征軍人遺族のため幼児保育を行う。
〔明治39年〕10月，大乗院（京都大菊町），本化幼年学園を設立する。
〔明治40年〕3月，柴谷龍寛，響町保育園（富山県上新川郡）を設立し孤児を収容する。
〔明治42年〕1月，岡山仏教慈善会，岡山充沿園慈善会と改称する。仏教慈善会は明治36年岡
山市内日蓮宗寺院20数箇寺によって設立され，教養所を寺内に開設したものである。（注4）
〔大正5年〕4月，宗務院は立正児童教会連盟を発足する。また11月，茨城県の仏教徒，協力
して下級労働者の児童保育を目的に無料の仏教和合幼稚園を開設し，6年度末現在35名が在園
している。（注5）
〔大正8年〕2月，宗務院，児童教会研究会を開く。6月，日蓮宗大学，児童教会を設立す
る。7月，管長喜多村日修，児童教会規程を実施する旨宗令を発する。
〔大正9年〕4月，大法寺（富山県梅沢町），立正幼稚園を創立する。
〔大正10年〕2月，新潟県高田市寺院，瑞雲日曜学園を創立する。
〔大正11年〕11月，宗務院教学部内の日蓮宗児童教会，日蓮宗大学社会問題研究会内に移転す
る。
〔大正13年〕6月，妙源寺（山梨県中巨摩郡），山梨慈一会児童教化部を設立する。
〔大正14年〕5月，日蓮宗立正児童教会連盟，創立される。
〔大正15年〕4月，立正大学コドモ会を立正大学日曜学校と改称し，校則を定め，開校式を立
正大学にてあげる。6月，立正児童教会連盟・立正大学児童研究会，児童教会指導者講習会を
立正大学にて開催する。また，9月，妙興寺（千葉県野呂），農繁期託児所を11月15日まで2ケ
月間開設する。
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　また，子供会等の創設開催状況は次の通りである。
〔明治41年〕11月，日蓮蟻幼年楯会（福井市関東妙国寺松田回盲）・〔43年目4月・霜露寺
コドモ会（東京谷中），〔大正4年〕5月，本化純真教会第2回子供大会（東京小伝馬町身延別
院），〔6年〕4月，宇都甑国会少年少女大会（妙正寺）・6月・欄踪少年会・〔7年〕2
見光山・ド絵（京都野寺），9月汰阪橘・ドモ会（大阪寺院後援）・12月滴岡本化児
童会（富山県高岡市寺院），〔9年〕6朋蓮聖人門下齢少年大会（日蓮宗大学講堂）・〔10
年〕2月，聖誕7・・年言己念子供大会（開門大学），3月・聖誕7・・年記念日蓮宗門下齢少年大
会（鯨襟座），8月，踪・隆会（甲府市祖師聾歌団）・〔11年〕1月・金沢本イヒ曜学
校（嫉寺）洞月，水戸寺院子供会，5見日蓮門下齢少年少女大会（鯨神膿河台中央
仏教会館），6月，日蓮宗大学・ドモ会，〔13年〕1・月，旭・ドモ会（鯨二本細論寺）創立
5周年言己念大会，11月下京方面・ドモ会，〔14年〕9月・罐・ドモ大会（獄県本化立正
会），1。月泣正臆翻秋季大会，11月，第2回児童慰安翻顎大会・〔15年〕2月・日蓮
門下児童協会（京都十六本山）立正大師降誕会，8月，横浜立正コドモ会。
　③養老関係
。の時期知られてい礒源平としては汰正元年9月に日蓮門下の麟藤太郎によ・て開
設された報恩灘会（岡山県野師）搾る．当初概懸の目的で岡山市下石荊こ設立さ
れ，2年1縢三部を怪し孤独の振回を収容撮したものである・（注6）
④救護関係
この時期には日蘇関係では借貸山功徳会の宿泊事業，瞳宗報効団の宿泊事業が著名で
あるむ
〔明治25年〕3月，京都妙泉寺常日浄，妙満寺派祖日什上人500遠忌に貧者に施米する。
〔明治39年〕1月浪谷川雛（山梨県身延山大開）帯出の宿泊保齢業のため身延山功
徳会を創設する。本会は，四四三者中の貧困者縮外せしめ・その他行路瀦の収容を
行っている。（注7）
〔明治42年〕この年，妹尾朔は京都慈善救護院をはじめる。
〔大正2年〕1月，飛山日甫ら，千葉県木更津町人世救護会を創立する。
〔妊5年〕5月，富山慈光会設立され，7年2月，規則を定め事業を実行することを決定す
るむ
〔大正7年〕8月凍京寺野司・姻半解議員，貧民救譲を鯨府に寄付しあわせて
日蓮宗教護団を組織し，資金を常備することなどを決議する。同月，黒沢日明（神奈川県片’瀬
龍口寺），米穀廉売所を開設し，川口村・腰津村住民に廉売する。
〔証14年〕1月，荒居麟，・」・作人慰安会を茂藤原寺に開催する・同4月・杉田肺法
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主，貧病者救助普治会を設立する。
同月，川崎玄心，大阪今宮町東入船町の細民街に立正園を開設し，生活向上講演・人事相談・
子供会等を行う。
〔大正15年〕この年，杉田湛正（静岡県富士郡鷹岡村一乗寺），積善会を組織する。
　⑤感化・免囚関係
　この時期の司法保護関係では，東京感化院の経営委譲と日蓮宗慈済会の創設が注目される。
〔明治32年〕4月，日蓮宗僧侶，京都知恩院にて開催の仏教徒大会に参加し平平師問題を討議
する。
〔明治35年〕この年，高森玄碩（埼玉県妙昌寺），明治特殊感化院を設立する。
〔明治42年〕8月，深敬保育園（富山市），感化院に指定される。この年，中村寛澄，免囚保
護・再犯防止目的の埣平押を創立する。r日本社会事業名鑑』によれば，埣励会の設立は44年と
され，その源は40年5月中川端警察署での出獄人講演会及び43年5月以降の家庭訪問にあった
とされている。（注8）
〔明治43年〕5月，京都聖祖門下同志会，囚人慰籍事業を開始する。
〔明治45年〕7月，佐野前励は東京感化院の委譲契約を結び，後，日蓮宗宗教院の経営とな
る。本院は18年10月，高瀬真卿が東京本郷町湯島称仰院内に設立した予備感化院をその端緒と
する。また大正3年5月，財団法人認可を受け，14年5月に錦華学院と改称した。（注9）
〔大正元年〕11月，磯野日宇（東京都町田市本町田・宏善寺），日蓮宗東京響町会を創設し，東
京下谷門下稲荷町蓮城寺内に開設され，同寺山田一英により経営されている。2年8月，本良
英龍，同会保護主任となり，以後運営の中核となり，12年11月，財団法人日蓮宗慈済会設立が
許可されている。（注10）
〔大正3年〕10月，宇都宮恵鐘・本甲雪平ら6名，免囚保護i事業講習会に参加する。
〔大正4年〕10月，宗務総：監神保弁静ら4名，中央免囚保護会に参加する。
　⑥医療関係
　本関係では綱脇龍妙による身延深敬病院の創設がよく知られている。
〔明治23年〕12月，田中智学，東京上野桜木病院長小田耕作の救うイ運動協賛要請に応じ宗教
病院大日本救世館発起人会を開催する。
〔明治26年〕6月，仏教病院博愛館，東京神田錦町に開院し，東京府下日蓮宗寺院，寺格等級
により出金する。
〔明治34年〕7月，東京小石川蓮華寺内帝国施薬院，施療院と改称する。
〔明治35年〕2月，早川恭太郎，身延山施療院を創設する。4月，佐藤i信次，開宗650年を記念
し功徳水日時施薬院を開設する。11月，吉田恵隆（東京下谷区），大日本正善会を結成し，日本
貧民病院を設立する。
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〔明治39年差10月，綱脇龍妙，身延山に仮病舎を建て癩病患者を収容し，身延深敬病院（後，
身延雪下園）を創設し，12月，身延山西谷に移転する。本院に関する詳細は別学を参照された
い。また，この年，児玉禅海（滋賀県長浜町妙法寺），仏教悲田看病養成所を設立する。
〔明治42年〕この年，信徒加治時次郎は，．実費診療所を開設する。
〔大正7年〕2月，台湾日宗施療院，創立され，14年8月，施療規定を定める。
〔大正12年〕9月，日蓮宗大学三教遽，小野錬雄とともに内務省に出頭，施薬慰問隊を組織し
活動する。
⑦労働関係
　この時期の労働者の慰安・救済関係ではあまり多くの活動は見られていない。
〔大正元年〕2月，広岡菊松（大阪市伝法町正蓮寺檀徒），自費で（大阪）暁明館を建て労働者
宿泊所として労働者の救済活動を行う。（注11）
〔大正3年〕7月，東京浅草統一閣，労働老慰安会を開催し，翌4年1月，再度開催する。ま
た，7年3月には，本多日生が労働者慰安・善導目的で自慶会を創立する。
〔大正15年〕2月，立正大学社会問題研究会，工場就業老慰安会を東京大白面にて開催する。
⑧災害関係
　この時期の罹災者救済事業は，関東大震災をはじめ地震や凶作が重なり，また足尾鉱毒事件
も起こっており，これら各地の災害に際し，多く行われている。以下では可能な限り，活動展
開の原因となった災害を示しておく。
〔明治26年〕10月，福岡県柳川地方暴風雨被害に際し，二十八日照（柳川台照院住職），遺族救
助義損金募集事務所を開設して救済する。
〔明治29年〕6月，東北三陸地方の大津波（死老27，000名余）に際し，日蓮宗，救援活動・追
弔法要を実施する。同月，物部日厳法主，東北三県大津波遭難者救憾に関する諭達を発し，ま
たこの年，日蓮宗臨時海囎罹災孤児救育会（事務所・東京浅草長遠寺・牛込宗湿生）創立さ
れ，罹災孤児の教育を行う。
〔明治35年忌田中正造の足尾鉱毒事件直訴（34年12月）以降の社会問題化を受けて，1月，日
蓮宗大檀林弘道会上田介堂・堀呑天・村上雲厳ら，足尾銅山鉱毒調査会・青年同志会による東
都学生被害地視察団に参加する。同月，顕本法華宗足尾銅山鉱毒被害民救済会，救済義揖金募
集を行う。同月，日華新報社，足尾銅山鉱毒問題根本的救済策を『日宗新報』に掲載する。2
月，足尾銅山鉱毒被害蝉声：済幻灯大愚照会，東京小伝馬町祖師堂にて開催される。3月，足尾
銅山鉱毒被害民救済幻灯演説会，東京牛込円福寺にて開催される。なお，39年10月，日蓮宗大
学林同窓会は足尾銅山を視察，演説会を足尾町妙唱寺にて開催している。
　また，35年2月，横浜日三会，青森第5連隊凍死者遺族救助演説会を開く（1月，八甲．田山
麓で雪中訓練中遭難，凍死者199名）。
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〔明治38年〕この年を東北大飢饅が起こる。これに際し，11月，宮城県大飢饅救援義掲金募
集，12月，日割青年会の東北大飢饒救佃活動，翌39年1月，統一団の東北隅隅義耳金募集，豊
永日貸管長の東北凶作災害救済募金の番外諭達，静岡県下での平井学俊の東北飢饒救済募金勧
募布教，2月，小山望遠の青森甲骨救済勧募布教，顕本法華宗本多日生管長の東北飢瞳義甲金
募集の諭達，加藤日野（彦根蓮城寺）らの東北凶作救済活動による募集米・金銭の宮城県送
付，日蓮宗富士派日応法主の東北地方凶作義指金勧募の訓諭，3月，神奈川県大磯寺院有志の
東北飢四丁済勧募金の東北三県送付，岩手県山崎海宣・宮城県梅森寛了・瀬戸本栄・福島県園
部日敬連名の東北三県凶作地窮民救済に関する請願の豊永日良管長への提出，仙台孝勝寺車戸
本図・宮城県栗原郡日宗教会小野錬雄の東北各地における東北三三大飢鰹救済義掲金品募集演
説会，東京日蓮宗四部録司会の東北凶作救面としての府下寺院課金一割の義理決議，5月，日
一丁年会の東北飢饅救援報告，などの活動がなされた。
〔明治42年〕8月，宗務院，大阪市大火に際し番外通達を発する。同月，宗務院，滋賀・岐阜
両県震災罹災に際し番外通達を発する。
〔明治43年〕5月，宗務院，青森市大火災膏血につき番外布達を発する。8月に関東地方を中
心として大洪水が起こる。これに際し，同月，宗務院は大水害救援会議を開催し，日蓮宗水害
慰問隊を結成，また特派水害慰問使を山梨・静岡・神奈川県に派遣，手羽日戸管長は関東・甲
州地域水害救↑血につき番外諭達を発令，京都卸町門下同志会は関東水害救血発表演説会を開催
し同情袋金品を募集，日蓮宗富士派日正法主は東京・東海・山梨地方大水害につき義甲金轡募
を訓諭，佐野前励宗務総監は関東大洪水子笹対策を東京寺院有志と共に実施，9月，丹沢堅忍
は宗務院特派慰問使として群馬・茨城・埼玉・栃木・福島・宮城・岩手の各県を視察，千葉県
顕本法華宗布教師会は水害救助勧解布教を各地区にて実施，愛知県三河寺院は関東水害救抽供
養会を岡崎善立寺・幸田村長満寺にて修する等の活動がなされている。
〔明治44年〕5月，日宗東北青年団，山形市火災救憧隊を結成する。同月，日宗新報社，東京
大火災義野牛勧募を行う。
〔大正3年目大正2年の東北・北海道凶作（要救済人数900万人余），3年1月の桜島大噴火
（死者35人）に際し，3年1月，小泉日慈管長は北海道・東北各地区凶変説得に関する諭達を
発令，京都弘教会は桜島遭難半解堺町井筒町寛派遣講演会を開催，七宗新報社は北海道法華村
窮状・鹿児島桜島爆発惨状救仙義脚金を募集，北海道寺院は臨時救助義会を結成，2月，東北
布教団は北海道東北・桜島凶変救済部を組織，4月，日蓮宗有志寺院は東北・九州災害救済義
掲金を募集し災害救済会に委託，6月，統一団は東北野離救済義掲のため東京明治座にて日蓮
上人伝を上演している。
〔大正6年〕9月，東日本の大暴風雨に際し，同月，第1教区布教監関日諮は東京府下四部録
司と協議し，暴風被害地慰問布教隊を組織，10月，喜多村日修管長は各府県暴風雨災害に対し
救済賑仙の番外諭達を発令，11月，宇都宮安国会は東京風水害救済の慰問袋を募集，12月，日
蓮宗大学同窓会・東京布教会は風水害救護事業に対し東京府より表彰されている。
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〔大正12年〕9月1日，関東大震災発生（死者9万人余・行方不明者4万人余）。これに際し，
9月，磯野葦北管長，関東大震災救護の論達を発令，これにより日蓮宗有志は震災救護日蓮宗
報効団を設立，酒井日慎・影山佳雄は震災救護の有志懇談会（市川真間弘法寺）で開催，日蓮
宗大学学生は震災救護隊を組織，明徳女学校は関東震災地へ送る衣類を縫い上げ京都府に納
付，日蓮宗不受不施派岡山県信徒らは関東大震災被災地の信徒に救援物資を送付，11月，国柱
会は関東大震災罹災者慰問運動を東京市内にて展開，日蓮宗大学学生は罹災児童慰問を行う，
12月，社会問題研究会は関東大震災罹災者慰安琵琶大会を日蓮宗大学にて開催，東京本所被服
工廠跡無料宿泊所にて児童慰安会を開催している。また，15年2月，本門法華宗は関東大震災
被災者救護・横死者弔霊のため浄財を急募している。
〔大正14年〕5月，兵庫県に大地震が発生し，同月，宗務院は山陰地方大震災慰問使に大阪雲
雷寺深見霊照を派遣している。
〔大正15年〕12月，宗務院，沼津市大火災害の慰問を実施する。
⑨金融・保険関係
　この時期，日蓮宗関係では日掛生命保険株式会社や橘貯蓄銀行が開設されている。
〔明治26年〕11月，大内青籍らの明教保険株式会社認可され，藤原日商ら日蓮宗関係者賛意を
寄せる。
〔明治27年〕この年，信徒川合芳次郎ら日宗生命保険株式会社を創立し，29年3月認可され，
8月，東京日宗生命保険株式会社が認可を受けている。日宗生命保険には宗門あげて協力して
おり，29年3月，宗務院は同社に協力する旨の諭達を発し，34年2月，岩村日轟管長は同社に
協力する旨の番外諭達を発し，37年4月，久保田日直管長は同社の被保険者に加入する旨の番
外諭達を発している。しかし，42年7月には，日宗火災生命保険株式会社，総会にて解散と決
定している。
〔明治34年〕1月，株式会社橘貯蓄銀行第1回総会を東京浅草実相寺にて開催する。
　⑩団体動向
　この時期の後半，宗門の動向としては宗外の組織化の流れにあわせ，事業活動の組織化や各
種講習会等の開催・参加が特徴的である。
〔明治8年〕1月，新居日薩など各管長，r諸寺院連盟建白書』を太政官に呈し，廃仏致釈の不
当なる旨を建言する。
〔明治42年〕10月，第2回内務省感化事業講習会開催され，日蓮宗より影山佳雄他7名参加す
る。
〔明治43年〕6月，藤本法華宗，社会救済事業目的の仏教同志会への賛助につき告示する。
〔大正2年〕10月，内務省主催の第6回感化救済事業講習会に小野血温ら日蓮宗僧侶8名参加
する。
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〔大正3年〕7月，社会救済事業講習会を神奈川県片瀬龍口寺にて開催する。
〔大正4年〕12月，仏教各宗懇話会，京都本派本願寺にて開かれ，日蓮宗管長出席し，皇軍扶
翼・青年団指導・感化救済等6項目を決議する。
〔大正11年〕6月，全国仏教徒社会事業連合大会発会式開かれ，日蓮宗大学社会問題研究会参
加する。11月，清明会，社会教化講習会を開催する。
〔大正12年〕2月，日蓮宗大学内社会問題研究会，日蓮門下社会事業家懇話会を開催する。続
いて，4月，日蓮門下社会事業関係者懇談会，東京神田中央仏教会館にて開催される。
〔大正14年〕2月，宗務院，東京府社会則嘱託・浅野梅一を招き立正社会事業研究会を開催。
7月，富山県日蓮宗后教会，社会教化事業講演会を開催する。9月，宗務院，立正社会事業協
会規定を確立し，山田一英，会長に推挙される。
〔大正15年〕4月，宗務院，第20町会の協賛を得て院内に社会課を設置し，また立正社会事業
協会発足する。7月，立正社会事業協会懇談会，宗務院にて開かれ，社会事業発展と日蓮聖人
第650遠忌記念社会事業施設案を協議する。
　さて，明治大正期の日蓮宗関係社会教化事業として，①教育関係乃至⑩団体動向の10項目に
分けて初出年代順に見てきたが，これらが同宗の社会教化事業全体を網羅している訳ではない
のは当然であり，またその掲載内容からは，事業・活動の実体性や継続性がどれ程のものか
は，多くの場合明確にはなっていない。しかし，明治大正期における同宗の活動の大まかな傾
向を把握することは出来よう。
　すなわち，教育関係の事業活動では，立正大学へと発展する諸学校創設をはじめ，台湾・ハ
ワイでの事業や学生寮を含め，24事業が創設され，宗団では宗務院による日蓮宗教育諮問会が
複数回開催されている。次に，児童関係では福田会育児院の創設をはじめ，14事業が創設さ
れ，他に子供会の創設開催は，組織化あるいは定例化されたもの，1度のみの記念大会的なも
のを含め，23の活動名称が記載されている。養老関係では，報恩積善会の1事業のみである。
救護関係では，9事業2活動が知られている。感化・免囚事業等の司法保護関係では，東京感
化院の委譲や日蓮宗東京解団会関係をはじめ6事業が知られ，他に免囚保護i関係の講習会等へ
の参加や教旨毎師問題の議論参加がなされた。医療関係では，身延自敬園をはじめ，看護i者養成
や台湾での事業を含め，この時期11事業が展開している。労働関係は低調で5事業が知られる
のみで，その半数以上が慰安会開催であった。その一方で、災害関係は多くが知られている。
その中心は，三陸大津波（明治29年），足尾銅山鉱毒事件（明治34年直訴），東北大野獣（明治
38年），関東大洪水（明治43年），東北・北海道凶作（大正2年），桜島大噴火（大正3年），東
日本大暴風雨（大正6年），そして大正12年の関東大震災といった，災害等に際しての，義掲活
動であった。金融・保険関係では宗外の明教保険および信徒による日宗保険・橘貯蓄銀行の創
設がある。
　最後に，団体の動向としては，管長新居日薩は，明治8年各宗合同でr諸寺院連盟建白書』
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を太政官に呈しているが，その内容は仏教国益論の展開であり，「国益」の事例として福祉能代
活動を取り上げているのであり，各宗が廃仏殿釈やキリスト教開教等による危機感から，仏教
の社会的展開を模索していたことが理解される。それ以降の動きとしては，公的には内務省感
化救済事業講習会，仏教的には仏教各回懇話会や全国仏教徒社会事業連合大会への参加があ
り，また宗内では社会教化事業講演会・社会教化講習会・社会救済事業講習会など宗門僧侶対
象の講習会の開催，日蓮門下社会事業家懇話会・日蓮門下社会事業関係者懇談会などの実践者
の集会，そして立正社会事業研究会・立正社会事業協会・立正社会事業協会懇談会，そして宗
務院組織としての社会課設置などの宗門内社会教化事業の組織化などが行われていったのであ
る。
　これらの日蓮宗社会教化事業の展開は日蓮宗の独自な展開とは言い難く，この時期の仏教系
福祉活動の全体状況の中で実践されていったものであり，宗派特色と言うよりも，時代の要請
の中で僧侶および宗団がその社会実践を展開したと捉えるべきであることは言を待たないので
あろう。
3
　明治・大正期における日蓮宗の社会教化事業の流れは前述の通りであるが，日蓮宗にとって
特に注目されるのが，大正14・5年における組織化の動向である。ここでは大正14・5年の日
蓮宗の宗団としての動向を改めて見ることによって，同宗の社会教化事業の組織化の歩みを検
証することとする。
　さて，わが国の慈善事業の組織化は明治41年の第1回感化救済事業講習会の開催ならびに同
講習会を契機とした同年10月の中央慈善協会の創設に求めることができる。仏教界における同
様の動きはそれらを契機として始まり，42年10月の仏教同志会の設立となり，また45年の仏教
徒社会事業研究会の結成へと結びついたのであった。これに対して，10年余を経た大正14～15
年に至って日蓮宗における当該事業組織化の動きが始まったのである。
　まず，同宗では大正14年2月24日に立正社会事業研究会を開催している。本会には宗務院よ
りの岡田教篤宗務総監・山田一英教学部長のほか6名，院外より馬田行啓以下6名が出席し，
東京府社門灯嘱託浅原梅一による社会事業概観の講演の後，活発な意見交換がなされたとされ
ている。（注12）
　次いで，宗務院に教学部内に児童係が設けられており，4月16日付の停戦智要を児童係に任
命する旨の辞令が発令されている。（注13）翌5月には，立正児童教会連盟が創設されている。本
連盟は「日蓮門下二野ケル児童教会ノ連絡統一ヲ計り導引テ斯道ノ研究改善進展増資ス
ル」（注14）ために設立されたものであり，児童関係に展開されていた諸活動め調整をはかろ・うと
する宗門の態度の表れであった。
　そして，7月に入ると，児童分野のみでなく，社会事業全体の連絡調整等のため，立正社会
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事業協会が設立の運びとなるのであった。7月に決定され9月に一部改正された「立正社会事
業協会規定」によれば，「本会引立正安国ヲ主義トスル全国社会事業関係者及後援者ヲ以テ組
織シ常二連絡協調シテ相互ノ発展ト社会ノ福祉ヲ増進スルヲ以テ目的ト」とするもので，具体
的事業内容としては「1，月次会合シテ斯業ノ研究観察及講演指導等ヲナス　2，毎年4月定
期会合ヲ催シ全国的連絡並奨励法ヲ講ス　但シ必要ノ場合ニハ臨時大会ヲ開クコトヲ得　3，
月次立正社会事業彙報ヲ発行ス」るとされ，継続的な「社会ノ福祉」の発展が目指されていた
ことが理解されるのである。そして会長・山田一英が就任している。（注15）
　また，事業内容として掲げられていた『立正社会事業彙報』は翌8月に創刊された。その巻
頭にあげられた「宗門の社会的公開」の中では，宗門の社会的存在の意味を「済世利民をより
完からしむるにあり」として，社会的貢献をもって同宗の社会意義の第1であるとし，そのた
めの方策を示している。まず寺院の社会的公開として，「（イ）児童保護に関する設備，乃ち日
曜学校，幼稚園，託児所，特種少年保護所，青年士女の集会研究又は娯楽所，簡易図書閲覧所
等」を開設すること，「（ロ）国民指導に関する設備，乃ち宗教学術の研究又は講習所，信仰座
談所，釈放者保護所，特種少年保護所，職業の紹介又は互恵相資の輔導等の方法を講じて」，そ
れらを管掌・指導奨励することをあげ，次に僧侶の社会進出として，「社会的施設，乃ち世の自
治的機関，教化的団体社会的公益事業」に関与することをあげ，更には，僧尼や寺庭婦人が社
会教化事業に関わることをあげ，「教化事業慈善事業の婦人に適任たるは決して男子に譲らな
い。日曜学校，幼稚園，託児所，職業の紹介其他裁縫，刺繍，家政，割烹等の教授，病者の慰
問看護，遭難者の救笹等に婦人の特効ある」としているのである。同r彙報』はこの後r宗
門』の附録として合冊によって，同宗寺院等に配布されており，宗内の社会教化事業に関する
諸種の記事・記録が掲載され，寺院・僧侶等の事業参加を促す役割を担ったのである。（注16）
　同年11月になると，宗務院教学部は宗内社会事業調査のため，「日蓮宗社会事業調査」を実施
している。調査項目は「1，名称　2，所在地　3，個人経営，団体経営ノ別　4，代表者及
経営者氏名　5，創立年月日　6，取扱人員又算数（事業成績一班）　7，年度収支予算表」
となっており，社会事業項目（参考）として「1，方面委員　1，救貧事業一窮民救助，罹災
救助，養老，行旅病人，死亡者保護，寡婦保護i　1，救療事業一一般的救療，癩病，肺結核，
精神病　1，防貧事業一職業紹介，住宅供給，公設市場，小郡金融，労働者保護，授産，宿泊
保護，簡易食堂，家庭保護，農民保護　1，感化事業一感化教育，少年保護，釈放者保護
　1，教化事業一生活改善，部落改善，青年教化，婦人教化，成人教育　1，児童保護i事業一精
神薄弱児教育，幼児保護，貧児養育，一般児童，孤児，盲唖児及不良児教育，乳児保護，托産
婦」の各項目があげられている。（注17）
　大正15年に入ると宗務院は第20宗会の決定をうけて院内に社会課を設置している。同課の職
務は「社会課事務章程」によれば，「1，宗内社会事業ノ統一聯絡二関スル事項　2，社会事業
助成後援二関スル事項　3，社会問題並社会事業調査研究二関苓ル事項　4，社会事業家養成
　二関スル事項　5，諸官庁憎憎宗派内社会課トノ連絡交渉二関スル事項　6，社会事業諸団体
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トノ連絡交渉二関スル事項　7，災害慰問救助二関スル事項　8，一般社会教化宣伝二関スル
事項　9，所管事務二属スル統計及書類ノ保管」（注18）であるとしており，日蓮宗社会事業の全
てを網羅的に扱うことが示されているのであり，日蓮宗の社会事業を統一する組織が設置され
たことにより，同宗の当該事業の組織化が進捗することとなったのである。なお，前述の日蓮
宗社会事業調査結果は10月に社会課から『大正15年現在　日蓮宗社会事業要覧』として発行さ
れている。同『要覧』冒頭の「宗内社会事業統計」によれば，社会課が把握した同宗の社会教
化事業の大枠は，①行政聯絡研究機関5，②綜合的社会事業2，③救済事業（救貧事業13，防
貧事業33），④司法保護事業9，⑤児童保護事業26，⑥児童教化事業147，⑦一般教化事業（青
年教化50，婦人教化217，各種教化267）の，総計769事業を数えている。中でも，⑥児童教化事
業147・⑦一般教化事業534の合計は全体の約9割弱を占めているものであり，いわゆる社会事
業的活動は1割強しか創設されなかったのである。これは前述の年代順にあげた活動のうち，
災害罹災者救援活動がここにはほとんど反映されず，逆にコドモ会・青年会・婦人会・各種修
養会が数えられていることによるものであろう。
　さて，明治・大正鯨と’おける日蓮宗の「社会教化事業」の展開を概観してきたが，そこから
は同宗の社会的活動の歩みが垣間見られたのである。特に，大正末期に組織化された同宗の社
会教化事業関係組織及び事業はその後も継承され，昭和期においても戦前には数次の社会事業
調査が行われ，事業活性化が図られていたのであるが，戦前・戦後を含めた昭和期の展開は別
々としたい。
　注
（注1）　日蓮宗宗務院発行『日蓮宗宗制』所収・日蓮宗規程第17号（原文縦書）
（注2）　以下，注記のない場合は，これら基本的資料からの出典であり，表記も出典に準じており，現在
　　では使用されていない表記もあるが，容赦願いたい。
（注3）　『日本社会事業名鑑』第5輯13頁（大正9年　中央慈善会編・社会福祉調査研究会編『戦前期社
　　会事：業史料集成』9所収）
（注4）　r日本社会事業名鑑』第5輯15頁（（注3）参照）
（注5）　r日本社会事業名鑑』第2輯2頁（（注3）参照）
（注6）　『日本社会事業名鑑』第5輯29頁（（注3）参照）なお，社会福祉法人養護老人ホーム報恩積善会
　　　編『創立85周年記念誌・今昔物語』所収「報恩積善会85年の歩み」には，「大正元年9月24日レ明
　　　治天皇御聖徳記念事業として，田淵藤太郎（38才）・はつ（36才）夫妻が，岡山市下石井の自宅に
　　　本会を創設し，看護婦1名を雇い毎日市内を巡回して貧困老人を見舞い，また，薬湯の無料入浴
　　　券を配布するなどの養老事業に着手する。」と設立当初の様子が示されている。
（注7）　『全国社会事業名鑑』下977頁（昭和2年中央社会事業協会編・社会福祉調査研究会編『戦前
　　　期社会事業史料集成』10所収）
（注8）　r日本社会事業名鑑』第4輯21頁（（注3）参照）
（注9）　『日本社会事業名鑑』第2輯92頁（（注3）参照）
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（注10）
（注11）
（注12）
（注13）
（注14）
『日本社会事業名鑑』第2輯！59頁（（注3）参照）
r日本社会事業名鑑』第4輯61頁（（注3）参照）
『宗報』第99号（大正14年3月14日発行）
『宗報』第101号（大正14年5月10日発行）・『宗報』第104号（大正14年8月10日発行）
「立正児童教会聯盟規約」第3条（r大正15年現在　日蓮宗社会事業要覧』附録（大正15年10月
日蓮宗宗務院社会課発行）所収）なお「児童教会」とは，寺院住職等が「其ノ所属ノ檀信徒及一
　　般ノ児童二対シ国民的教化ヲ輔ケテ品性ヲ高潔ニシ情操ヲ醇厚ニシ且社会智識ヲ増進セシムル為
　　　メ日曜学校其他教化ノ会合ヲ施設」するものを言い，式次第が決められていた。（「児童教会規定」
　　　第1条（同『要覧』附録所収））
（注15）　「立正社会事業協会規定」第2条・第3条（『宗報』第107号付録「立正社会事業彙報」（大正14
　　　年1！月10日発行）所収）
（注16）　「宗門の社会的公開」（『宗報』第104号付録「立正社会事業彙報」大正14年8月10日発行）
（注17）　「通牒」（『宗報』第108号・大正14年12月！0日発行）なお，「通牒」（『回報』第112号・大正15年
　　　5月10日発行）・「念告」（『宗報』第！15号付録「立正社会事業彙報」・大正15年7月10日発行）
　　　にて提出の督促がなされているが，その都度，調査項目が若干変更されて示されている。
（注18）　「社会課事務章程」（（注14）『要覧』参照）
一66一
